
 

 

２０１５年度 政策・制度要請 埼玉県回答（９分野２８項目） 

 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

Ⅰ．総合経済・産業政策 

１．様々な実施主体による公共サービスも含め、地方

自治体の責任において、必要とする県民に過不足なく

質の高い公共サービスが提供されるよう、公共サービ

ス基本条例を制定し、公共サービスの基盤整備と質の

向上をはかること。 

＜要請の根拠＞ 

医療・介護、福祉、子育て、教育、地域交通などの

公共サービスが劣化し、格差拡大や貧困などが深刻な

社会問題となっている。その解決は、政府および各地

方自治体の重要な課題であり、それに応えるため、

2009 年 5 月に公共サービス基本法が制定された。 

公共サービスは、住民ニーズに応じたサービスの提

供が必要であり、都市部に必要なサービス、農村部に

 

企画財政部 改革推進課 

公共サービスの提供に当たっては、公共サービス基本法の趣

旨に基づき、適切な実施体制を確保するとともに、業務改善な

どを通じてサービスの質の向上に努めております。 

公共サービス基本条例の制定については、今後、庁内で研究

してまいります。 

また、「埼玉県官民協働・民間開放の推進指針」を策定し、

県民サービスの向上が図れる業務については、官民協働・民間

開放を積極的に推進しております。 

官民協働・民間開放の実施に当たっては、モニタリングなど

の手法によって、公共サービスが安全かつ確実に提供されるこ

とを確認することとしており、引き続き、適切に対応してまい

ります。 

 

△－Ｂ 

昨年の回答と比べ「庁

内で研究」との回答を

得たことは、一部前進

と考える。今後、庁内

研究の体制・内容・期

日等を確認しつつ、条

例制定に向け取り組み

を継続する。 

 

 

 

 

回答評価 ○：前進 △：一部前進 ×：前進せず    今後の方向性 Ａ：完了 Ｂ：継続・再検討 Ｃ：断念 

 

○－Ａ：完結 

○－Ｂ：前進はしているものの今後引き続き新たな要素等をふまえ再要請を検討。 

△－Ｂ：一部の前進は見られるものの引き続き施策の進捗状況を見極めつつ再要請。 

△－Ｃ：一定の前進があると判断するが現状では実現性が乏しい。 

×－Ｂ：新たな視点と切り口から再検討が必要。 

×－Ｃ：現状では無理と判断。 

 

○－Ａ：5項目  ○－Ｂ：9項目  △－Ｂ：10 項目  △－Ｃ：0項目  ×－Ｂ：3項目  ×－Ｃ：1項目 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

必要なサービスなど、地域ごとに異なるニーズ、意識

をどう合意形成していくかが大切である。今後、少子

高齢社会・人口減少社会が進むにしたがって、公共サ

ービスの重要性はさらに高まっていく。 

公共サービスの基盤整備・質の向上をはかるために

は、公共サービス基本法にもとづく公共サービス基本

条例の制定が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 

１.公共サービス基本法の概要（H21.5.20公布、H21.7.1施行） 

（１）対象（第２条） 

○特定の者に対して行われる金銭その他の物の給付又は役

務の提供 

○規制、監督、助成、広報、公共施設の整備その他の公共の

利益の増進に資する行為 

（２）主な内容 

○基本理念（第３条） 

公共サービスの実施並びに公共サービスに関する施策の

策定及び実施は、次に掲げる事項が公共サービスに関する

国民の権利であることが尊重され、国民が健全な生活環境

の中で日常生活及び社会生活を円滑に営むことができる

ようにすることを基本として、行われなければならない。 

一、安全かつ良質な公共サービスが、確実、効率的かつ適

正に実施されること。 

（以下、略） 

○地方公共団体の責務（第５条） 

地方公共団体は、基本理念にのっとり、公共サービスの

実施等に関し、国との適切な役割分担を踏まえつつ、その

地方公共団体の実情に応じた施策を策定し、及び実施する

とともに、地方公共団体に係る公共サービスを実施する責

務を有する。  

○公共サービスの実施に従事する者の労働環境の整備(第11

条） 

国及び地方公共団体は、安全かつ良質な公共サービスが

適正かつ確実に実施されるようにするため、公共サービス

の実施に従事する者の適正な労働条件の確保その他の労

働環境の整備に関し必要な施策を講ずるよう努めるもの

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

 

 

 

 

 

２．公契約の下で働く者の適正な労働条件の確保およ

び質の高い公共サービスの提供など、公契約の適正化

をはかるため公契約条例を制定すること。 

＜要請の根拠＞ 

民間事業者と契約を締結しておこなう公共工事や庁

舎の維持管理業務においては、成果の適正な品質を確

保するとともに、適正な契約価格により限られた財源

を効率的に活用することが重要である。 

また、契約締結の前提となる入札については、手続

の透明性、競争性を確保するとともに、公契約の当事

者として適切であるよう、落札業者において各種法令

を遵守していることが必要であり、加えて、成果の品

質の低下や下請業者などへのしわ寄せが生じるよう

なことはあってはならない。 

しかし、公共工事設計労務単価が引き上げられてい

るにもかかわらず、中小・小規模事業者や現場で働く

建設職人の単価や賃金が上がっていない実態にある。

さらに、県議会においても、会派を問わず多くの議員

が公契約の下で働く人々の賃金・処遇・労働環境、成

果の品質などについて課題提起されている。 

 

３．ＮＰＯのソーシャルビジネス化をはかるコンサル

ティング事業を促進すること。 

＜要請の根拠＞ 

とする。  

２.近隣都県の条例の制定状況  

制定なし（東京都、神奈川県、千葉県、茨城県、栃木県、

群馬県） 

 

総務部、会計管理者、産業労働部 

本県が民間事業者と契約（公契約）を締結して行う業務につ

いては、成果の適正な品質を確保するともに、適正な契約価格

により限られた財源を効率的に活用することが重要であると

考えております。 

契約締結の前提となる入札については、手続の透明性、競争

性を確保するとともに、公契約の当事者として適切であるよ

う、落札業者において各種法令を遵守していることが必要であ

ると考えております。 

また、成果の品質の低下や下請業者等へのしわ寄せが生じな

いよう、公共工事や庁舎の維持管理業務においては、最低制限

価格などを設定し、極端な低価格による契約の防止に努めてお

ります。 

今後とも、埼玉労働局など関係機関と連携し、労働者の賃金

や労働条件が適正に確保されるように法令の遵守徹底を図っ

てまいります。また、他県等の状況につきましても情報収集に

努めてまいります。 

 

 

 

 

県民生活部 共助社会づくり課 

地域や社会の課題解決を図ろうとするＮＰＯは、それぞれの

地域の実情に応じた様々な事業に取り組んでいます。これらの

 

 

 

 

 

△－Ｂ 

公共サービス基本法

第 11 条(公共サービス

の実施に従事する者の

労働環境の整備)の趣

旨を踏まえ、公共サー

ビス基本条例の庁内研

究において、公契約条

例を含め議論されるよ

う求めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○－Ｂ 

県の施策については

一定の評価をするもの



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

人々の価値観が多様化し社会問題も多種多様化する

中で、平等・公平の原則に配慮し、法令にもとづいて

動かなければならない行政では、迅速できめ細かな対

応が難しい場面が生じている。一方、行政に比べて小

回りがきき機動性に勝るＮＰＯは、個別の活動だけを

見れば範囲は限定されるものの、全体として見れば、

行政での対応が難しい分野をカバーしつつ、行政とと

もに公益を担っていく団体として期待が高まってい

る。 

ＮＰＯの形態は様々に分化しており、経済的に自立

しているＮＰＯもあるものの、多くは会費や助成金に

頼らざるを得ない小規模なＮＰＯである。ＮＰＯがソ

ーシャルビジネス化することにより、新しい商品開発

や業種の転換などが期待でき、新たな雇用や新たな市

場の創出にもつながる。 

中小企業には専門家のコンサルティングを受けられ

る制度がある。ＮＰＯにはＮＰＯ向けのコンサルティ

ングが必要であり、ＮＰＯマーケティングなどのコン

サルティング体制を整えることにより、ＮＰＯのソー

シャルビジネス化が進み、税だけに頼らない団体運営

が実現できる。 

 

４．地縁団体・市民活動団体・ＮＰＯ・ソーシャルビ

ジネス組織が、空き家・空き施設を利用しやすくなる

よう「空き家・空き施設バンク（仮称）」を創設する

こと。 

＜要請の根拠＞ 

人口減少・都市への集中・家族形態の変容によって、

空き家問題は地域の課題となっている。空き家対策と

事業を継続し、地域や社会の課題解決につなげるためには、事

業のソーシャルビジネス化も有効な手法の一つです。 

そこで、県では、平成 26 年度に「共助の取組マッチング事

業」を創設し、地域や社会の課題解決に取り組むＮＰＯへ、ス

キルやノウハウを生かして社会貢献したい人材と、助成金など

の活動資金をつなぎ、事業のソーシャルビジネス化を含めた

様々な支援を行っています。 

また、地域の課題解決や活性化に協力して取り組むため、日

本政策金融公庫と「共助社会づくりのための協力に関する協

定」を締結しました。この協定に係る取組の一環として、同公

庫の各支店に「ソーシャルビジネスサポートデスク」が開設さ

れ、ソーシャルビジネスへの支援が充実したところです。 

今後も引き続き、ＮＰＯが取り組む事業のソーシャルビジネ

ス化を支援し、地域や社会の課題解決を促進してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民生活部 共助社会づくり課 

地域の課題解決に取り組むＮＰＯなどの担い手に対し、あっ

せん役の共助仕掛人が社会貢献したいと考えている専門家（人

材）や資金をつなぐ「共助の取組マッチング事業」を平成 26

年度から実施しています。この中では、コミュニティカフェを

開設したいと考えていた実施主体に空き家情報を持つ地元Ｎ

ＰＯや古民家改修に詳しい建築士を紹介し、事業化に成功した

の、ＮＰＯ側の施策に

対する認知度や利用の

しやすさ等、確認をし、

今後の対応を検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○－Ｂ 

県の施策については

一定の評価をする。 

市町村の動向を見極め

つつ、今後の対応を検

討する。 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

して地域の互助や共助の活動の場として空き家を利

用することが考えられる。 

地縁団体や市民活動団体・ＮＰＯ・ソーシャルビジ

ネス組織は、新規事業を起こす際のネックが「不動産」

であることが多く、この問題を解決できればコミュニ

ティの安全・安心やコミュニティビジネスの展開が促

進される。 

また、公共施設の統廃合が進む中で、古い公共施設

を壊すのではなく、耐震性などに問題のない施設であ

れば、ＮＰＯなどが使用できるような環境整備を進め

ることも必要と考える。 

空き公共施設や公益的活動に使える民家・民間の所

有物などの調査をおこない、全県的「空き家・空き施

設バンク（仮称）」を創設し、地域の互助や共助の活

動の場となるよう、空き家・空き施設の活用を促進す

る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事例なども生まれています。  

都市整備部 住宅課 

中古住宅の流通を促進し、県外からの子育て世帯などの移

住・定住を進めるため、平成 27 年度から県内の市町村に対し

「空き家バンク」の設置を支援しています。 

この「空き家バンク」には、耐震性能、住宅診断、瑕疵保険

の有無などを掲載し、県民が安心して利用できる情報も合わせ

て登録し公開してもらうよう働き掛けています。 

【参考】 

県内空き家バンク設置状況 12 バンク 16 市町村（H28.3 月） 

空き家バンク設置の県の働きかけ 

・県空き家対策連絡会議にて設置の協力要請（H27 年度 2

回開催） 

・上記会議、中古住宅流通・利活用部会（H27 年度 3回開催） 

総務部 管財課 

未利用建物（空き公共施設）については、県で使用する可能

性を確認した上で、将来的に県で使用する見込みのないもの

は、地元市町村による公的利用を優先し、希望があれば市町村

に売却しています。県や市町村による公的利用の希望がない場

合で、民間への売却に支障がない未利用建物については、一般

競争入札により売却を行っています。 

教育局 財務課 

閉校施設等の跡地利用については、まず県としての活用を検

討し、県で活用できない場合は地元市町村に利用希望を打診す

るなど、公共利用を優先して検討しているところです。 

また、県や市町村による公共利用が困難な場合は、公共的な

施設として活用することを前提として、公募による民間売却を

行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

５．県民の住環境改善のため、住宅リフォームに対す

る助成制度を創設すること。 

＜要請の根拠＞ 

住生活・住環境に関する課題は、居住者の少子高齢

化や二・三世代同居とユニバーサルデザイン化、空き

家対策と中古住宅の流通、省エネ対策など、多岐にわ

たっている。 

政府が進める「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

では、少子化対策として結婚、出産、子育て支援の中

に多子世帯支援、三世代同居、近居支援が施策の中に

盛り込まれた。県は、多子世帯支援については積極的

に取り組んでいるが、今後、三世代同居やユニバーサ

ルデザイン化なども積極的に進めるべきと考える。 

そのためには、県独自の住宅に対する補助や減税措

置をおこなうなど、住宅面からの支援を積極的に進め

ていくべきである。また、住宅購入時の助成制度だけ

では範囲が限定されてしまい、住生活・住環境に関す

る課題解消策としては不十分であり、住宅リフォーム

に対する助成制度の創設が必要と考える。 

 

 

Ⅱ．雇用労働政策 

１．高校生に対するキャリア教育の一環として、就職

希望者の多い高校のみならずより幅広い高校生に対

し、労働法の基礎知識を教えて、ワークライフバラン

スに基づき、若年者が生涯働き続けられるための環境

を整備すること。 

＜要請の根拠＞ 

「ブラック企業」が社会問題化するなか、高校生が

都市整備部 住宅課 

現在、県内の 37 の市町が、住宅リフォームの補助制度を設

け、住環境の改善と地元業者の仕事確保を推進しております。 

県も、地球温暖化対策としての既存住宅への省エネ設備の設

置等への助成や、実効性ある少子化対策の一環として、多子世

帯向け中古住宅取得・リフォーム支援事業などの助成制度を設

けております。 

また、県民の皆様方が安心してリフォームを行うことができ

るよう、大宮駅にある「住まい相談プラザ」でリフォーム相談

やリフォームセミナーを実施しております。 

市町の助成制度につきましても、住宅課のホームページにて

公表するとともに、リフォームセミナー等の場で周知してまい

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育局 高校教育指導課 

高校生に対するキャリア教育の一環としての労働法の基礎

知識の教授につきましては、まず、就職希望者の有無にかかわ

らず『現代社会』『政治経済』の授業において、労働三法など

労働に関する基本的な知識を理解させるとともに、過労死やサ

ービス残業などの現代の労働問題についても指導しておりま

す。 

×－Ｂ 

県として補助制度を

創設するか否かの回答

がなく、また、要請の

根拠についても理解が

得られていないことか

ら、再要請を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

×－Ｂ 

回答内容が昨年と全

く同一であり、要請の

「より幅広い高校生に

対し」に答えるものと

なっていない。 

視点を変え、教育関



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

職業を選択し社会にでる前に、自分が働く際のワーク

ルール（労働契約、就業規則、有給休暇など）を知る

機会が少ない。（社会にでるという意味あいでは、

“就職”も“進学後のアルバイト就労”も同様である。）

労働法令の基礎知識は自分の身を守ることはもとよ

り、労働環境の整備にもつながることから、高校生を

対象に身近なワークルールの知識を身につける環境

の整備が必要である。 

就職希望者の多い高校では「就職支援アドバイザー」

の配置などにより、個別に指導をおこなっているケー

スも存在するが、より多くの高校生が同様の知識を得

られるよう環境整備を推進する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、ワークライフバランスに基づき生涯働き続けられる就

職先を見付けることができるよう、企業の人事や労務担当の経

験のある「就職支援アドバイザー」を就職希望者の多い高校に

配置し、求人票の見方や企業を選ぶ基準など、客観的に企業を

判断する力を生徒が身に付けられるよう指導しております。 

さらに、外部講師を活用した講演会や出前講座により、実践

的な労働法規や対処法を生徒に身に付けさせるとともに、もし

ものときの相談窓口の利用について学ばせている学校もござ

います。 

今後とも、これらのキャリア教育に関する実践的な取組を継

続してまいります。 

【参考】 

○若年者が生涯働き続けられる企業を見付けるための指導 

①高校生対象合同企業説明会 

 高校新卒者の早期かつ適切な職業選択の促進。 

【連携先】埼玉労働局、埼玉新聞社 

②四者面談会 

生徒、保護者、教員及び企業役員の四者面談会。高校生の

職業意識形成支援や就職支援。 

【連携先】埼玉県経営者協会、埼玉県産業振興公社、埼玉

県中小企業家同友会、埼玉県商工会議所連合会 

③就職支援アドバイザー 

企業の視点に立った生徒へのキャリアカウンセリング、面

接指導。教員への情報提供やアドバイス。 

【連携先】企業での人事・労務管理者などアドバイザーと

して配置（H27：全日制 37 校 定時制 20 校） 

産業労働部 勤労者福祉課 

県では、労働相談を通じて得たノウハウを活用し、働くこと

に関する基本的な制度について、職員が学校や地域に出向いて

係者へのヒアリングな

どをおこない、再要請

について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．児童・生徒に対するキャリア教育の一環として、

科学技術への興味を持ち“ものづくり”の醍醐味を感

じるきっかけとなるような場を提供すること。 

＜要請の根拠＞ 

県内の地域活性化や中小・地場企業の活性化のため

には、ものづくり産業の振興が不可欠である。また、

若年層の県内での就職を促進するためにも、ものづく

りに興味を持つ学生が増加することは重要である。 

若年技能者に対しては、埼玉県職業能力開発協会が

育成・実技指導をおこなっているが、児童・生徒に対

して「ものづくり教室」のような、技術・技能を身に

付けることの醍醐味を感じることができる場を増や

わかりすく説明する出前労働講座を実施しています。 

これは労働契約における労働者の権利を知らないために、賃

金を下げられたり、解雇や退職に追い込まれる事態が発生して

いることを踏まえ、自分の権利を自分で守るための基礎知識を

身につけてもらうために実施しているものです。 

実施状況につきましては、平成 26 年度は 12 回実施（参加者

計 1,373 人）し、このうち高等学校は 7 校（参加者計 1,065

人）実施しまた。 

平成 27 年度においては 11 回実施（参加者計 1,174 人）し、

うち高等学校は 6校（参加者計 903 人）実施しまた。 

平成 27 年度、講座終了後に行ったアンケートでは「理解で

きた」と「概ね理解できた」を合わせた回答が 9割超えている

ほか、高校の進路指導担当教諭からも次回の実施を依頼される

など好評でした。 

労使間トラブルの未然防止に効果的と考えていますので、今

後ともＰＲに努め、積極的に実施してまいります。 

 

教育局 高校教育指導課 

産業構造や就業構造の変化にともない、若年就業者の減少や

「ものづくり離れ」が進む現在、以下の諸事業を「地域や産業

界などとの連携・協力の推進」「小・中・高における組織的・

系統的なキャリア教育の充実」を目的に実施しております。 

○「埼玉県産業教育フェア」 

・専門分野に関する学習体験（小中学生対象、企業等との

連携も含む） 

・生徒が製作した作品等の展示、研究内容の紹介 

・農産物、開発商品の販売 

・アイデアロボットコンテスト など 

○「プロフェッショナルに学ぶ」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○－Ｂ 

高校教育・義務教育

の各段階においてもの

づくりを体験・実習す

る場を設けていること

は理解する。 

現在実施している施

策が、中長期の視点で

生徒の関心を高めるも

のとなっているかどう

かなど、実態・効果を

検証し、再要請につな



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

秀でた技術・技能を持った民間人等を講師として、専門教

科・科目の実技等を中心にした授業を行い、生徒の興味・

関心を高め、学習意欲や専門技術を向上させる。 

※平成 27 年度 26 校 77 学科で実施 

○「埼玉からアジアの扉を開く！ 実践的職業教育グローバル」

事業 

専門高校等の生徒に、各専門分野における高度な知識・技

術を習得させるとともに、学校・学科の枠を超えたチーム

による商品開発等を体験させ、主体性、創造力、課題解決

能力などのグローバル社会に必要な力を身に付けさせ、明

日の埼玉の産業界を担う人材を育成する。 

○サイエンスアカデミー 

将来の科学技術の担い手となる県立高校生の「理科離れ」

「科学技術離れ」に対応するため、大学や研究機関の研究

者・技術者による「活きた授業」を行ったり、高度な専門

技術を生かした実験・実習を体験させたりすることで、創

造性豊かな人材を育成する。 

以上のような事業をとおして、引き続き、生徒一人一人が、

学校で学習したことと社会とのつながりを実感し、将来へ

の意欲を喚起するように支援してまいります。 

教育局 義務教育指導課 

小・中学校における「ものづくり」関する教育については、

主に小学校の「図画・工作科」及び中学校の「技術・家庭 技

術分野」の授業等で取り組んでいます。 

特に、小学校の「表現」や中学校の「材料と加工に関する技

術」及び「エネルギー変換に関する技術」などで、発達の段階

に応じて学習できるようにしています。 

県では、技術・家庭科の授業等で学んだ技術や技能を発揮す

る場となっている「全国中学生創造ものづくり教育フェア 埼

がるか検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ．福祉・社会保障政策 

１.医師・看護師の離職防止と地域医療人材を確保する

ために 2015 年 2 月に設置した「医療勤務環境改善支

援センター」の運営状況に関し、労働団体との意見交

換の場を設けること。 

＜要請の根拠＞ 

「医療勤務環境改善支援センター」は医師・看護師

などの医療従事者の離職を防止し、地域の医療人材を

確保することが目的である。現在の医療現場は、依然

過酷な労働環境にあり、夜勤負担や長時間労働の是

正、仕事と家庭の両立支援の充実など、医療従事者の

労働条件改善が急務である。そのためセンター運営に

関しては、労働現場の実態を把握し対策を打たなけれ

ばならないと考え、医療現場の労働時間管理や労働安

全衛生対策などについて、労働団体から労働者の立場

で意見反映をおこなえるようにすること。 

玉県大会」を後援しているところです。 

また、現在、新聞等で一部が紹介されているように、高等学

校教員を招聘した「ものづくり出前授業」が行われ、徐々にこ

の授業を依頼する学校が増えていると認識しています。 

さらに、文部科学省の指定を受け「科学技術に親しみ探究創

造する」児童の育成を目指した「夢創造科」（科学技術コース）

を新設した場合の教育課程、指導方法及び評価方法について研

究している学校もあります。 

今後とも、効果的な取組事例を紹介するなどにより、小学

校・中学校・高等学校の学校間連携を深め、一貫したキャリア

教育が充実するよう努めてまいります。 

 

 

 

保健医療部 医療整備課 

医療従事者の勤務環境の改善に取り組む病院等を支援する

ため、平成 27 年 2 月に埼玉県医療勤務環境改善支援センター

を設置しました。 

4 月にはセンター設置について県内全ての病院に周知すると

共に、支援の希望についてアンケート調査を実施したところで

す。 

また、6 月からは県内病院のヒアリングを開始し、センター

に期待する支援内容について意見交換も行っております。 

今後センター機能の充実に向けて、労働団体等から随時意見

を伺ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○－Ａ 

医療整備課の回答

は、今後労働団体との

意見反映をしていくと

の回答であり要請内容

を概ね反映していると

考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

２．ケアラー(家族などの無償介護者)の心身の健康づ

くりと、ケアラー相談を含める支援活動をおこなって

いる団体に対し財政などの支援をおこなうこと。 

＜要請の根拠＞ 

埼玉県の高齢化は急速であり、介護の潮流は在宅介

護へとなってきている。その中で、長期介護や多重介

護が増加し、介護者の心身・経済的負担は増大してい

る。さらに介護休暇・休業制度も期間が十分でなく介

護のために離職する人が年間10万人にも上っている。 

連合が 2014 年 2 月～4月に実施した要介護者を介護

する人(ケアラー)に対する調査でも、8 割がストレス

を感じ、約 3分の 1が憎しみを感じることがあり、要

介護者の認知症が進むほどこの傾向が強まるとの結

果にもなっている。また、厚生労働省が毎年おこなっ

ている「高齢者虐待調査」によれば虐待にいたる約 4

人に 1人の要因は「介護疲れ・介護ストレス」である。

このようなケアラーに対する支援として、第 1に「心

身の健康調査と健康づくり」が必要である。ケアラー

の健康を確保することで虐待は減少し、無理なく介護

を続けることにつながり、介護予防にもなる。 

第 2 に、社会的孤立の解消を目的とした市民同士の

支えあいが有効である。市民自らで運営している「介

護者サロン・カフェ」は県内では 31 ヶ所あり、埼玉

県、各市町村や社会福祉協議会、市民団体の取り組み

成果である。今後もこのような市民参加型の「介護者

サロン・カフェ」は必要であると考え、ボランティア

スタッフの養成研修、運営団体に対する「開催会場」

の確保などの財政的支援を自治体でおこなう必要が

ある。 

福祉部 地域包括ケア課 

介護保険制度においては、介護者の支援のための事業を市町

村が実施できることとされております。 

平成 26 年度には、介護知識・技術の習得等のための教室、

家族の身体的・精神的・経済的負担を軽減するためのヘルスチ

ェック、介護者相互の交流会などを開催する家族介護支援事業

が 51 保険者で実施されております。 

県では、各市町村における実施状況等を調査し、取組情報を

提供することで、各市町村の取組を促進してまいります。 

また、県では公益社団法人認知症の人と家族の会埼玉県支部

に委託する形で認知症の人やその家族に対する支援として、電

話相談窓口を設けているほか、各地で介護者同士の交流会を開

催しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△－Ｂ 

介護者に対する心身

の健康づくりについて

は評価できる。しかし、

介護者が社会的孤立を

防ぐための家族介護支

援事業に関しては財政

支援の要請を再度おこ

なう必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

３．介護労働者の処遇改善を確実に実現すること。ま

た職場でのトラブルなどを相談できる第三者機関の

設置に向け、地域医療介護総合確保基金を活用し市町

村ごとに財政措置を講ずること 

＜要請の根拠＞ 

埼玉県の高齢化率が急速に進むなか、2025 年には介

護職員が 10 万人以上必要との試算がある。しかし、

介護労働者の離職率は全産業平均に比べて高く、介護

人材の定着が困難な状況にある。その理由として、賃

金を含めた低い労働条件やメンタルヘルスおよびハ

ラスメント問題を含めた過酷な労働環境があり、連合

にも多くの相談が寄せられている。 

県は、介護職員処遇改善加算の算定要件である実績

報告の提出を期限内におこなうよう指導することや、

加算の算定要件を満たしてない場合、または所定の要

件を満たさず賃金の引き下げを実施した場合などに

ついても厳正に対応する必要がある。 

また、介護労働者の定着を促進するために介護労働

者と利用者間のトラブルや介護労働に関する相談に

ついてワンストップで対応できる相談体制(窓口な

ど)を各市町村に設置するよう指導する。設置に向け

て、平成 27 年度より介護についても予算化された「地

域医療介護総合確保基金」を利用できるようにし、市

町村に対する財政措置を講ずる必要がある。 

 

４．障害者差別解消法の趣旨に沿った条例を制定する

こと。また障がい者差別解消に向けた施策の策定や実

行にあたり、障がい者の参画を保障すること。 

＜要請の根拠＞ 

福祉部 高齢者福祉課 

介護職員処遇改善加算の実績報告（平成 26 年度分）につい

ては、所定の期限である平成 27 年 7 月末までに報告を行うよ

う事業者に指導を行い、順次、提出された報告書の確認を行っ

ています。加算を上回る賃金改善がなされていない場合は、事

業者に対する指導を行います。 

職場でのトラブルについては、利用者とのトラブルの円満な

解決が図られず、対応困難な場合には、第三者的な機関として

埼玉県社会福祉協議会の社会福祉施設経営相談室に相談する

ことができます。 

労使間のトラブル等については、県では労働相談センターな

どの相談窓口を設けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉部 障害者福祉推進課 

平成28年 2月県議会において、「埼玉県障害のある人もない

人も全ての人が安心して暮らしていける共生社会づくり条例」

が議員提案により提出され、可決されました。 

△－Ｂ 

介護労働者の処遇改

善加算に対する指導に

ついては評価できる。 

しかし、職場でのト

ラブルについては、介

護労働者と利用者のト

ラブルが原因で労働者

が退職においこまれる

こともあることから、

ワンストップで対応で

きる窓口を設置するべ

きであるとの要請であ

り、埼玉県社会福祉協

議会や労働相談センタ

ーの窓口相談では不十

分と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○－Ａ 

障害者福祉推進課の

回答は、条例の制定が

なされたこと、差別解



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

障がい者に対する不当な差別的扱いを禁ずるととも

に、合理的な配慮を公的機関において義務づける障害

者差別解消法が 2016 年 4 月より施行される。障がい

者が差別を受けることなく生活を送ることができる

ようにするなど、より実効性を高める取り組みをする

ため条例制定をすべきである。 

また差別解消に向けた会議や、審議会、政策決定や

政策評価などあらゆる意思決定の場へ、障がいのある

当事者を参加させる必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．交通政策 

１．自転車利用者（特に児童・生徒）に対し、道路交

通法、安全ルールを学ぶ場を提供するため、以下の施

策を講じること。 

（１）学校教育において、2015 年 6 月に改正された道

路交通法および自転車乗車中の安全ルールの周知を

徹底すること。 

＜要請の根拠＞ 

2015 年 6月 1 日から道路交通法が改正され自転車乗

この条例は、①障害者差別解消法の趣旨を踏まえ、共生社会

の推進に関し基本理念を定め、県、県民、地域活動団体及び事

業者の責務を明らかにすること、②障害を理由とする差別の解

消に関する施策の基本事項を定めること、により、共生社会の

実現に寄与することを目的としています。 

障害者差別解消法では、障害を理由とする差別を解消するた

めの取組を効果的かつ円滑に行うため関係機関で構成される

「障害者差別解消支援地域協議会」について、地方公共団体は

「設置できる」こととなっておりますが、法の趣旨を尊重し、

県では設置する方向で検討しております。 

委員には障害者または障害者団体関係者を含める方向で検

討しており、障害者の参画に配慮したいと考えております。 

なお、県では障害者基本法第 36 条に基づき、県の障害者施

策の推進の調査審議を行う機関として「障害者施策推進協議

会」を設置しています。 

障害者施策推進協議会は委員 20 名で構成されており、うち

14 名は障害者関係団体からの推薦によるものとなっており、

障害者の参画に配慮しております。 

 

 

 

 

 

 

教育局 保健体育課 

改正道路交通法の施行については、小・中・高・特すべての

公立学校に通知するほか、各学校の安全教育を担当する指導者

が参加する「学校安全教育指導者研修会」においても、教育委

員会指示事項として周知しました。 

消に向けた協議会への

当事者参画との意見反

映がおこなわれてお

り、要請内容を概ね反

映していると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○－Ｂ 

新たな法改正の周知

や対応として、県警本

部とも連携して学校教

育に対する施策を展開



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

車中の違反に対する罰則が強化されているが、自転車

利用者に、この改正内容を含め道路交通法を周知する

ことは重要である。また、同時に、取り締まられるか

ら「交通ルールを守る」ではなく、自分自身、そして

周りの安全のために乗り方を見直す機会を提供する

ことも重要である。 

特に、自転車に乗車するすべての児童・生徒に周知

するため、学校教育の一環として実施する必要があ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）交通ルール、交通マナーを実践的に学ぶことが

可能な各種「シミュレータ」を活用し、交通安全指

導の取組みを広く実施すること。 

＜要請の根拠＞ 

交通弱者を対象に自転車乗用時の危険を疑似体験で

きる「自転車シミュレータ」の活用を推進することに

より、より実践的に安全ルールと正しい交通マナーを

学ぶとともに危険予知能力を高めることができる。ま

た、車の運転者からみた自転車の危険運転などを疑似

体験できる「ドライブシミュレーター」なども活用し

また、「高校生の自転車安全運転推進講習会」において、各

高等学校の参加代表生徒に、改正道路交通法の施行も含め、自

転車利用時の交通ルールの遵守やマナーの向上を指導しまし

た。 

引き続き、校長会議等を利用して児童生徒の交通指導の徹底

を図るとともに、県警察本部と連携し、平成 28 年度も、昨年

度と同規模で中学校、高等学校で、スケアードストレイト教育

技法による交通安全教室を実施する予定です。 

【参考：平成 27 年度】 

・自転車の運転による交通危険を防止すため講習制度の周知

について（通知） 

・学校安全教育指導者研修会 

  平成 27 年 7 月 1 日（小・中）、7月 3日（高・特） 

・自転車交通事故防止の徹底について（通知） 

  平成 27 年 7 月 16 日 

・高校生の自転車安全運転推進講習会（地区別講習会） 

  平成 27 年 8 月 3 日（北部）、6日（東部）、10 日（西部）、

24 日（南部） 

 

県民生活部 防犯・交通安全課 

県では、自転車の利用が盛んで自転車の関係する交通事故が

多いことから、自転車利用者の交通ルールの徹底とマナーの向

上を目的とし「埼玉県自転車の安全な利用の促進に関する条

例」を平成 24 年 4 月 1 日に施行しました。 

この条例に基づき、警察、市町村、関係団体と連携して指導

啓発活動等を実施し、歩行者、自転車、自動車等が共に安全に

通行できる地域社会の実現を目指しています。 

「自転車シミュレータ」ですが、現在埼玉県警察などが所有

しており、警察や関係団体と合同で行うキャンペーン等の啓発

していることは理解で

きる。 

生徒の安全ルールの

理解度向上やマナー向

上には、広がりのある

取り組みを地道に進め

ていく必要があるた

め、引き続き施策の展

開と効果度合・事故発

生状況等を注視し、同

項目での再要請の必要

性を見極めていく。 

 

 

 

 

 

 

 

×－Ｃ 

回答内容が昨年と全

く同一である。 

視点を変えた再要請

も含め、今後の対応を

検討する。 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

て、相手の立場にたった安全教育をさらに推進する必

要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ．エネルギー・環境政策 

１．吹き付けアスベストや石綿含有建材の適正な除去

工事を進めていくために、アスベストを除去に対する

助成制度の拡充をはかること。 

＜要請の根拠＞ 

埼玉県におけるアスベスト除去に関する助成は、建

築基準法により延べ床面積1,000㎡以上の大規模建造

物の耐火構造物としてのアスベスト除去に限られて

いる。県内の 1,000 ㎡以上の建造物は、権限移譲され

た 12 市分も含め、11,664 棟で、この内対策が必要な

建造物は 107 棟である。 

県予算は、25 年度が 19,240 千円、26 年度が 19,242

千円であるが、実績は 25 年度が調査 4 件・対策 2 件

で 11,862 千円、26年度が調査 2件・対策2件で 12,700

千円であった。なお、さいたま市では 1,000 ㎡未満の

建造物に対しても助成をおこなっており、26 年度の予

算は 36,000 千円に対し、調査 4件・対策（1,000 ㎡未

満のみ）5件で、22,324 千円であった。 

アスベスト飛散に関する危険性は、建築物の大小に

かかわらず同じであることから、大気汚染防止法の観

活動や交通安全教室の際に積極的に活用しており、体験者及び

見学者に対しては、自転車は車の仲間であることや「自転車安

全利用五則」を説明し、交通法規の遵守や交通安全マナーの向

上を呼び掛けています。 

○自転車シミュレータ保有 

・埼玉県警察本部交通部交通企画課他４署 

・（一社）埼玉県トラック協会 

 

 

 

都市整備部 建築安全課 

アスベスト含有のおそれのある吹付建材の分析調査を実施

する際には、用途や構造、面積を問わず全ての建築物に対して

25 万円を上限に助成しております。 

また、除去等改修工事を実施する際、1 棟あたりの延べ面積

1,000㎡以上の建築物に対して600万円を上限に助成しており

ます。 

改修工事への助成については、鉄骨などの耐火被覆材として

アスベストを使用することが多く、費用が高額となる延べ面積

1,000 ㎡以上のものについて、最優先で取り組んでおりますの

で、御理解をお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

×－Ｂ 

限られた予算内で優

先度をつけ実施する必

要性は理解するが、要

請根拠でもあるアスベ

スト飛散に関する危険

性は建築物の大小に関

わらないことを考慮す

れば、制度の拡充は必

要であり、継続的な要

請が必要と考える 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

点からも1,000㎡未満の中小規模の建造物におけるア

スベスト除去に関しても助成をおこなうことで、飛散

防止の適正な措置をはかりやすくする必要がある。 

 

 

Ⅵ.消費者政策 

１．消費者教育推進法にもとづき、消費者教育推進計

画の制定ならびに消費者教育推進地域協議会を設置

すること 

＜要請の根拠＞ 

消費者を取り巻く環境は年々厳しくなってきている

が、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参画す

る社会、すなわち消費者市民社会をめざして行動する

消費者が求められている。このため、消費者市民社会

の形成に参画することの重要性について理解および

関心を深めるための教育を推進するため、消費者教育

の推進に関する基本的な方針が閣議決定された。 

消費者教育推進計画ならびに消費者教育地域協議会

とも、消費者教育の推進に関する法律では策定ならび

に設置については努力義務となっているものの、埼玉

県においては、そのどちらもなされていない。 

本内容については近隣都県においても取り組みが進

んでおり、埼玉県における消費者行政推進の観点から

取り組みをおこなう必要がある。 

 

２．消費生活センターの機能強化をはかること。 

＜要請の根拠＞ 

消費者安全法では、事業者に対する消費者からの苦

情に係る相談などの事務をおこなう施設などの設置

 

 

 

 

 

 

県民生活部 消費生活課 

消費者教育は消費生活行政の大きな部分を占めており、消費

生活基本計画でも主要な柱の一つです。現消費生活基本計画は

平成 28 年度で終了することから、消費者教育推進計画につい

ては、平成 29 年度からの埼玉県消費生活基本計画と一体的に

策定作業を進めております。 

また、消費者教育推進地域協議会については、同様の考えに

基づき消費生活審議会と併せて設置・開催しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県民生活部 消費生活支援センター 

消費者生活相談員は県の非常勤職員取扱要綱に基づき、任期

を１年以内とする非常勤職員となっています。ただし、職務遂

行能力及び職務に対する意欲を有すると認められる者を、引き

 

 

 

 

 

 

○－Ａ 

平成 29 年度からの

策定作業となるが、概

ね要請に基づいた回答

と考える。 

今後、策定される計

画や審議会運営につい

て見守りたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○－Ｂ 

組織強化としての施

策については評価でき

る。今後は、さらなる



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

義務を都道府県に課し、市町村に設置の努力義務を課

している。埼玉県においては、消費生活支援センター

として 4ヶ所を開設し、各市町村においても、隣接自

治体へ委託し窓口を設けていない例もあるが、54 市町

村で窓口の開設がされている。 

昨年の各相談窓口の相談件数は、県で 16,657 件、各

市町村で 33,253 件と件数が多い状態が続いており、

特にインターネット詐欺など狡猾でリスクが高いも

のが多くなってきている。 

相談員には高い知識と専門性が求められているもの

の、全国データによると無期雇用契約者が 7％、有期

雇用契約者 90％以上であり、雇用期間は 3年で打ち切

りのところが多い。また、数年での配置転換などがあ

ったりするのと同時に、財政上の理由から配置人数が

減員したりするなど、その雇用形態や処遇・環境は厳

しい状態である。 

多様な消費者の身近な相談窓口として、相談員の確

保ならびに拡充や雇用形態・処遇の改善、資格の法的

位置づけの明確化、能力開発の充実ならびに質の向上

など機能強化をはかり、地方消費者行政を推進する必

要がある。 

 

 

 

 

３．高齢者や障がい者などに対する以下の施策を講じ

ること。 

（１）日常生活上必要な交通手段の確保をおこなうこ

と。 

続き再度任用する場合があります。その場合は、経験年数や本

人の勤務地の意向など、十分に配慮を行っているところです。

勤務条件につきましては、移行期間を経て平成 25 年度から全

員を週３日から週 4 日勤務とするとともに月額報酬に改める

など改善を行いました。 

平成 26 年 6 月に消費者安全法が改正され、法律上に「消費

生活相談員」という職が規定され、下記のような点が明確にさ

れました。 

・消費生活センターには消費生活相談員を配置して相談、あ

っせんを行うこと。 

・消費生活相談員は、「消費生活相談員資格試験に合格した

者」又は「これと同等以上の専門的な知識及び技術を有す

ると都道府県知事若しくは市町村長が認める者」でなけれ

ばならないこと。 

・県センターの消費生活相談員は、①消費生活専門相談員、

②消費生活アドバイザー、③消費生活コンサルタントのい

ずれかの資格を有しているため、消費生活相談資格試験合

格者と同等と認めることができ、消費生活相談員として位

置付けられます。 

消費生活相談員としての相談対応力や法令解釈などのレベ

ルアップを図るため、県独自のカリキュラムによる研修を実施

しています。平成 27 年度からは国民生活センターが実施する

研修へ全員が参加できる体制を作るなど、今後とも消費生活セ

ンターの機能強化を図ってまいります。 

 

 

 

企画財政部 交通政策課 

埼玉県は、生活交通として県民の日常生活を支えるバス路線

地方消費者行政推進の

ために、相談員の確保

ならびに拡充にむけた

雇用形態・処遇の改善

についての継続した要

請が必要と考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○－Ｂ 

県の取り組みについ



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

＜要請の根拠＞ 

少子高齢化がさけばれて久しいが、県内においても

その傾向は急速に進んでいる。一方、事故防止の観点

から、高齢者に運転免許証の自主返納を促したり、重

大疾患を抱える運転者には申告を課すことなどがお

こなわれている。 

日常生活をおくるのに、車を運転できれば多少不便

な所に住んでいても問題は少ないが、車を手放した時

から急激に不便になる。こうした方が日々の生活を送

るために、必要な交通手段を確保する必要がある。 

 

（２）買い物代行サービスや乗り合わせでの買い物な

ど、地域で取り組める生活の足の確保をおこなうこ

と。 

＜要請の根拠＞ 

買い物難民の問題に対し、地域で取り組める支援と

して、地域ごとに買い物代行サービスの実施や、乗り

合わせでの買い物などが考えられる。なお、こうした

支援は孤立した生活者の見守り機能として、生活状況

のチェックも果たせる。また、近隣の店舗と協力し実

施することにより、地域経済振興の観点からも有効で

あることから、財政的な支援も含め検討する必要があ

る。 

 

 

Ⅶ．教育・子育て政策 

１．教育現場の相談体制の充実、問題解決の促進、お

よび重大事件防止のため、以下の施策を講じること。 

（１）県内の各学校にスクールカウンセラーの常駐体

の維持・確保を図るため、平成 27 年度はバス路線維持対策費

補助金として 22 路線に 66,350 千円を交付しました。平成 28

年度は 22 路線に対して 84,172 千円を交付する予定です。 

また、各市町村の地域協議会等に参加し、コミュニティバス

やデマンドバスを含んだ地域交通網の形成・再編等について意

見を述べるなど、地域交通手段の維持確保に対して積極的に取

り組んでいるところす。 

今後も市町村や事業者と協調し県民のニーズ把握に努め、日

常生活上必要な交通手段の維持・確保を図っていきます 

 

 

県民生活部 共助社会づくり課 

県では、地域の元気な高齢者等がボランティアとして、援助

の必要な高齢者や障が者などの生活支援を行い、謝礼を地域で

使える商品券などで受け取る「地域支え合いの仕組み」の全市

町村での実施を目指しています。 

この「地域支え合いの仕組み」では、買い物や通院の付き添

いなど含む外出支援や買い物代行などもサービスとして行わ

れ、高齢者や障がい者の日常生活の安心確保に貢献していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育局 生徒指導課 

ては評価できる。地域

のニーズを踏まえた取

り組みとなっているか

については今後も見守

っていく 

 

 

 

 

 

 

○－Ｂ 

「地域支え合いの仕

組み」は多くの市町村

で取り組まれており、

県の取り組みは評価で

きる。しかしながら、

その運営については

様々なものとなってお

り、引き続き各地域で

の実態を調査・評価し

ていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

△－Ｂ 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

制を早期に実現し、いじめ・不登校・虐待・自殺な

どの問題に対し、児童生徒のみならず教職員や保護

者が問題の早期段階で心のケアを受けられるよう相

談体制の充実をはかること。 

＜要請の根拠＞ 

埼玉県の中学校では、スクールカウンセラーが 1 校

あたり最低でも2週間に1日は配置するよう進められ

てきたが、連合埼玉が主催する学習会で、中学生・高

校生の子を持つ保護者の約 3割しか、保護者もスクー

ルカウンセラーと相談できることを知らなかった。い

じめ・不登校・虐待・自殺などの問題が発覚した場合、

教職員との相談だけでなく、早期段階で精神的負担を

軽くするスクールカウンセラーとの相談体制を充実

させる必要がある。 

 

（２）重大な事件に発展しそうな問題が相談された場

合は、要保護児童対策地域協議会などと連携し、児

童生徒が犯罪に巻き込まれないようにすること。 

＜要請の根拠＞ 

今年 2 月川崎市で中学生が、いじめ問題から重大な

犯罪に巻き込まれる事件が発生してしまったことか

ら、必要に応じて児童相談所、保健所、警察、教育委

員会など様々な関係機関が連携する要保護児童対策

地域協議会で情報を共有しサポートチームを編成す

ることで、重大な事件になる前に対策を打つ必要があ

る。 

 

 

 

スクールカウンセラーの充実については、平成 26 年度から、

県内4か所の教育事務所のスクールカウンセラーの配置を週5

日にして、スクールカウンセラーが配置されていない高等学校

などにも対応できるように配置の拡充を行いました。 

スクールカウンセラーの常駐体制の早期実現は困難ですが、

心のケアが必要な児童生徒や保護者が、問題の早期段階でカウ

ンセリングが受けられるよう、引き続き相談体制の整備に努め

てまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

教育局 生徒指導課 

県内の学校では、各警察署管内に設置されている学校警察連

絡協議会に加入し、定期的に警察との協議の場を設け相互の情

報連携を行うとともに、日常的な連携を図っています。 

また、県では学校の実情に応じ警察や児童相談所などの関係

機関及び自治会・保護者会などを構成員とする「いじめ・非行

防止ネットワーク」を組織し、学校を中心に各々の組織が相互

に連携して行動することにより児童生徒の非行問題行動の未

然防止、早期発見、早期解消、犯罪被害の防止を図っています。 

要保護児童対策地域協議会を含む様々な関係機関との連携

により、学校に重大な事件に発展しそうな問題が相談された場

合は当然のこと、学校が把握した児童生徒に係る些細な情報で

も、積極的に関係機関と情報を共有し、児童生徒が犯罪に巻き

込まれないよう、引き続き配慮してまいります。 

東京都は常駐体制が

確立されていることか

ら少しずつでも毎年前

進するよう再要請を検

討したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○－Ａ 

犯罪防止に向けた関

係機関の連携は確認で

きた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

２．学校教育において主権者教育の充実をはかるため、

以下の施策を講じること。 

（１）高校教育において、全ての高校生が、消費者教

育、労働教育、税金や社会保障の仕組み、また、教

育の政治的中立を確保しながら、選挙教育、政治教

育を学び、高校生の一人一人が主権者として主体的

に判断・行動できるようにすること。 

＜要請の根拠＞ 

選挙権年齢が 18 歳に引き下げられたことから、とり

わけ高校生における主権者教育が重要になっている。

すべての若者が政治に参加し、権利を行使するために

は、消費者教育、労働教育、政治教育など、主権者と

しての幅広い知識を身につけることが今まで以上に

重要になっている。また、選挙運動は 18 歳以上はで

きるが 17 歳以下はできないなど、同じ高校生でもで

きる範囲が異なるため、こうした知識も習得しておく

必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）義務教育において、全ての小中学生が、権利・

義務を含む基本的な民主主義に立脚した政治基礎知

識が身につく教育を推進すること。 

 

 

教育局 高校教育指導課 

高等学校では、「現代社会」や「政治・経済」の授業のなか

で、「消費者に関する問題」や「雇用、労働問題」、「政府の役

割と財政・租税」、「社会保障」について学習するとともに、こ

れらの問題を、生徒に「多面的・多角的に探求させ、望ましい

解決の在り方について考察を深めさせる」よう指導しておりま

す。 

選挙教育や政治教育に関しても、「現代社会」や「政治経済」

のなかで、「議会制民主主義」について理解させるとともに、

「現代の民主政治と政治参加の意義」などについても考察させ

ております。 

また、選挙権年齢を 18 歳以上に引き下げる改正公職選挙法

が成立したことにより、今年の夏には、一部の高校生が有権者

になります。 

文部科学省と総務省では、模擬投票などの実践が可能なワー

クシートや、選挙違反の具体的な事例などを盛り込んだ副教材

と、教師用指導資料を作成し、各高等学校等に配布しました。

国の動向を踏まえつつ、これらの教材を活用するなどしてより

適切な選挙教育、政治教育に取り組んでまいります。 

今後も、これまでの取組を継続させるともに、生徒一人一人

が、自分の身の回りの社会的な問題に対して、多角的・多面的

に考察し、より主体的に判断・行動できる主権者として成長で

きるよう、高等学校を指導してまいります。 

 

教育局 義務教育指導課 

現在、小学校 6年の社会科で、国の政治の働きや日本国憲法

の考え方を学習する中で、選挙の意味などを学んでおり、中学

 

 

△－Ｂ 

授業内容に沿って指

導していることは理解

できる。今後文部科学

省と総務省で作成され

た教材の活用状況を把

握したい。また、18・

19歳の投票率を把握し

たうえで再度要請を検

討したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△－Ｂ 

授業内容に沿って指

導していることは理解



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

＜要請の根拠＞ 

18 歳になる高校 3年生が、主権者として主体的に判

断・行動できるようにするため、義務教育の内から基

本的な政治知識を身につける必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．県内すべての学校で教職員のワークライフバラン

スを推進し、教職員が児童生徒と向き合う時間を確保

するとともに、心身ともに健康な状態で勤務できるよ

うに指導を強化すること。 

＜要請の根拠＞ 

県教育委員会が平成 24 年 3 月に公表した「学校にお

ける負担軽減検討委員会報告書」に係る取り組みが推

進され、研修や研究授業の見直し、ノー会議デーの実

施、ふれあいデーの新設など諸施策が推進されてい

る。しかし、教員がいまだに夜遅くまで職場で働き続

けている実態が数多く報告されている。過労によるメ

ンタル不調による病休や休職も増えている。とりわけ

校 3年の社会科の公民的分野で、人間の尊重と日本国憲法の基

本的原則や民主政治と政治参加を学習する中で、選挙の意義な

どを学んでおります。 

県では教師用資料を作成し、生徒が模擬的に立会演説や投票

を行い、主権者として政治に参加することの意義について考え

させる授業例を示すなどして、指導の充実を図っております。 

選挙年齢の 18 歳引き下げなど子供たちにとって身近な話題

を授業で取り上げて、選挙教育の充実を図ることは大事なこと

です。 

県選挙管理委員会発行のリーフレット「選挙」を一層活用し

た指導事例を、研修や会議等で周知するなど、市町村教育委員

会に働きかけてまいります。 

また、文部科学省等が作成した政治や選挙に係る高校生向け

副教材については、中学校 3学年公民でどのように活用できる

かの研究を進め、平成 28 年度はその研究成果と留意すべき点

を市町村教育委員会と共有してまいります。 

 

教育局 県立学校人事課 

県教育委員会といたしましては、平成 24 年 3 月の『学校に

おける負担軽減検討委員会報告書』に基づく施策を着実に実施

するとともに、平成 27 年 4 月から毎月の給与支給日に定時退

勤を奨励する「ふれあいデー」を通じて、教員一人一人がこれ

までの働き方を見直し、仕事に対する意識改革を図ることが、

教員の負担軽減につながると考えています。 

「ふれあいデー」当日は、計画的な職員会議や研修会等を原

則として行わず、部活動も原則として休養日とするなど、定時

退勤しやすい環境を整えてまいります。 

各県立学校長に対し、学校全体の業務の合理化・スリム化を

図るよう、引き続き指導するとともに、教員が子どもと向き合

できる。 

18・19 歳の投票率を

長期的に見すえ再度要

請を検討したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△－Ｂ 

報告書に基づく施策

が展開されていること

は理解する。今後は、

教職員の勤務実態把握

などを進めさらにワー

クライフバランスが推

進できる要請を検討し

たい。 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

部活動の指導に関して、上記委員会報告に負担軽減策

が掲載され取り組みが進められているが、いまだに負

担感が高いと感じている教員も多い。出退勤時間が正

確に把握されていないため公務災害に認定されない

ことが多く、学校職場は、いわゆるブラック企業のよ

うな状態に放置されているといっても過言ではない。 

教職員も働く者の一員としてワークライフバランス

を推進し、心身ともに健康な状態で児童生徒と接し、

埼玉県の学校教育に貢献できるように教職員の働き

方改善が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う時間を確保できるように努めてまいります。 

【参考】 

平成 26 年度は、9月及び平成 27 年 1 月に「『学校における負

担軽減検討委員会報告書』に係る県立学校部フォローアップ会

議」を開催し、ノー会議デーなどの県立学校に対する各方策を

把握・検証するとともに、検証結果を踏まえて、負担軽減策の

検討をいたしました。 

○平成 26 年度の主な取り組み内容 

・毎週または隔週で 1回ノー会議デーの設定 

…設定率 100％実施率 87.4％ 

・運動部活動外部指導者の派遣 

…県立学校 63 校に 70 人を派遣 

・文書事務の効率化の推進 

○平成 27 年度の具体的取組内容 

・平成 27 年 9 月…第 1回県立学校フォローアップ会議 

（平成 27 年度に実施する負担軽減策及び「ふれあいデー」

支援策の進捗状況確認など） 

・平成 28 年 2 月…第 2回県立学校フローアップ会議 

（平成 27 年度に実施する負担軽減策及び「ふれあいデー」

支援策の進捗状況確認など） 

・平成 28 年 3 月…県立学校における負担軽減の取り組み状

況を通知 

教育局 小中学校人事課 

教職員の負担軽減を図っていくことは、県教育委員会として

取り組まなければならない重要な課題であると認識しており

ます。 

今後、教職員の負担軽減が一層図られるよう検討を続けると

ともに、小中学校におきましては、市町村教育委員会に対して、

実効性ある負担軽減方策が行われるよう、より一層働きかけて

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まいります。 

ワークライフバランスを推進し、教職員が児童生徒と向き合

う時間を確保するために、県教育委員会の強いメッセージとし

て、「ふれあいデー」を設定し、平成 26 年 10 月からさいたま

市を除く全ての小中学校で取り組むよう依頼しております。 

今後とも教職員が意欲を持って教育活動に取り組めるよう、

勤務環境の改善に取り組んでまいります。 

【参考】 

平成 26 年 10 月 17 日付け教小第 358 号「『ふれあいデー』の設

定について（通知）」 

（目的） 

 教職員が、やりがいや充実感を感じながら働くとともに、

家庭や地域社会などにおいても、育児や介護、地域活動への

参加や自己啓発など、仕事と生活の調和（ワークライフバラ

ンス）を図ること 

（『ふれあいデー』５つの約束） 

１.子供を家庭・地域に 

放課後の活動を厳選し、子供が家庭・地域でふれあう時間を

作ります。 

２.家庭・地域とのふれあい 

家庭生活の充実や、地域活動への参加に取り組みます。 

３.全校で取り組みます 

埼玉県内すべての幼稚園、小学校、中学校、高等学校、特別

支援学校で取り組みます。 

４.ノー会議 

会議や校内研修などを行わずに、子供と向き合う時間を確保

します。 

５.定時に退勤します 

業務の効率化に努め、定時退勤に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

４．充実した食育を小学校低学年からおこなうこと。 

＜要請の根拠＞ 

子どもたちをはじめ、すべての国民が心身の健康を

維持し、生涯にわたって生き生きと暮らすことができ

るようにするためには、何よりも「食」が重要である。

ところが近年、国民の食生活をめぐる環境は、栄養の

偏り、不規則な食事、肥満や生活習慣病の増加、食の

海外への依存、伝統的な食文化の危機、食の安全など、

様々な問題が生じている。 

こうした問題に対応するため、埼玉県においても食

育推進計画を定め、学校教育の現場で授業や給食とい

う形で食育をおこなっている。 

今後も食に対する関心は高まり、安全・安心を求め

る消費者は増えていくことが予測されることから、消

費者教育の観点からも「食」に対する教育を小学校低

学年からはじめ、将来的に自ら判断し、健康で文化的

な生活を送ることができる力を養う必要がある。 

また、児童の朝・晩の食事などはその保護者が重要

な役割を担っていることから、保護者に対するセミナ

ーなどの教育も充実する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教育局 保健体育課 

小学校低学年への食育では、学校給食を「生きた教材」とし

て活用します。 

例えば、「はしの使い方」「食器の並べ方」など、食事のマナ

ーを身に付けます。協力して「食事の準備や後片付け」を行い、

安全や衛生にも気を付けます。また、好き嫌いなく食べること

が必要であることや、学校給食にはいろいろな食品が使われて

いることを知ります。 

教科でも、食に関する指導を行っています。 

例えば「生活科」の中でも食育を行っています。生活科は、

具体的な活動や体験を通じて自立への基礎を養う教科です。植

物を育てる中で、植物への興味・関心を高め、その経験を通じ

て野菜への親しみを持ち、食べ物の大切さに気付きます。 

学校では、食育を推進するために、食に関する指導に係る全

体計画を作成しています。 

小学校低学年から継続的な指導を行うことにより、児童生徒

に望ましい食習慣と食に関する実践力を身に付けていきます。 

家庭での食育を進めていくため、埼玉県教育委員会では、保

護者向けの「食に関するメッセージリーフレット」を作成しま

した。各市町村教育委員会から各学校を通して、平成２７年度

第 1学年、第 5学年、中学校第 1学年、第 3学年の全保護者へ

配布し、学校、家庭が連携して食育を推進しています。平成

28 年度も引き続きリーフレットの配布を行う予定です。 

今後とも、小学校低学年からの食育を推進してまいります。 

【参考】 

○食に関する指導の目標（文部科学省「食に関する指導の手

引」） 

・食事の重要性、食事の喜び、楽しさを理解する。 

・心身の成長や健康の保持増進の上で望ましい栄養や食事の

○－Ａ 

学校教育の中で様々

な取り組みが進められ

ていることが確認でき

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とり方を理解し、自ら管理していく能力を身に付ける。 

・正しい知識・情報に基づいて、食品の品質及び安全性等に

ついて自ら判断できる能力を身に付ける。 

・食物を大事にし、食物の生産等にかかわる人々へ感謝する

心をもつ。 

・食事のマナーや食事を通じた人間関係形成能力を身に付け

る。 

・各地域の産物、食文化や食にかかわる歴史等を理解し、尊

重する心をもつ。 

○消費者教育の推進に関する基本的な方針（消費者庁、文部科

学省） 

Ⅱ 消費者教育の推進の基本的な方向 

３ 他の消費生活に関連する教育と消費者教育との連携推進 

（食育） 

食育は、食育基本法（平成 17 年法律第 63 号）に基づいて、

推進されている。食育を、生きる上での基本であって、知育、

徳育及び体育の基礎となるべきものと位置付けるとともに、

様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力

を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てる

食育を推進することが求められている。食育の取組の中で、マ

ナーの習得、「もったいない」という意識のかん養、食品ロス

の削減や地産地消の推進といった取組は、持続可能な社会の形

成を目指す消費者教育の課題でもある。また、栄養バランス等

の観点から適切な食生活を選択すること、食品の安全性に関す

る知識と理解を深めること等は、栄養表示を含めた食品表示の

適切な理解を始め、食における危険を回避する能力を育む消費

者教育と密接な関係がある。このように食育の内容は、消費者

教育の重要な要素であり、積極的な推進に努める。 

○教科における食育の取組（参考例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅷ．人権・男女平等政策 

１.既存の保育所および幼稚園の幼保連携型認定こど

も園への移行を促進すること。また幼保連携型認定こ

ども園において、保育士と幼稚園教諭の両方の免許が

所持できるよう経済的および職務上配慮をおこなう

こと。 

＜要請の根拠＞ 

小学校就学前の子どもの育つ環境が、保護者の就労

や経済状況などによって異なることなく、すべての子

どもに対するよりよい保育・幼児教育環境を確保する

ことと、待機児童解消を目的とする幼保連携型認定こ

ども園へ移行できるよう必要な改善、および基準を満

たすための財政支援をおこなう必要がある。 

また 2015 年 4 月から、新制度のもとでの幼保連携型

・生活科（小学校第１学年、第２学年） 

学校探検の中で、給食室や調理員等給食に関連する人々の

様子を見学等する活動から、学校給食への関心を高めます。 

・体育（小学校第３学年、第４学年） 

保健領域では、体をよりよく発育・発達させるためには、

学校給食献立のように多くの種類の食品をとることができ

るような調和のとれた食事が必要であることを学習しま

す。 

・家庭科（小学校第５学年、第６学年） 

栄養を考えた食事について、体に必要な栄養素の種類と働

きについて学習します。 

「日常の食事と調理の基礎」では、米飯及びみそ汁の調理

をすることにより、日常生活に生かせるようにします。 

 

 

 

総務部 学事課 

私立幼稚園が子ども・子育て支援新制度に対する理解を深

め、自らの意思と正しい情報に基づき、幼稚園のまま運営を続

けるのか、幼保連携型認定こども園に移行するのか的確な選択

を行えるよう、時宜を得た説明会の開催や、相談窓口における

きめ細かな対応を行うことなどを通じて、しっかりと支援して

まいります。 

福祉部 少子政策課 

県では、既存の保育所及び幼稚園の幼保連携型認定こども園

への移行希望の把握を行っております。 

その上で、移行を希望する保育所及び幼稚園に対してきめ細

かく助言・指導し、施設整備の助成を行い、認定こども園の整

備促進が図られるように努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○－Ｂ 

既存の幼稚園、保育

園からの幼保連携型認

定こども園への移行に

関する対応および保育

教諭資格所得に対して

の支援について一定の

評価ができる。今後の

状況を見極めつつ、要

請の有無を検討する。 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

認定こども園において、経過措置が終了する 5年後よ

り保育士資格と幼稚園教諭免許の両方が必要となる

ことから、保育士資格または幼稚園教諭免許の一方し

か所持していない保育士または幼稚園教諭が、心身的

および経済的負担なく免許および資格を取得するた

めの人員体制、財政的支援をおこなう必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅸ.投票率向上に向けて 

１．県内すべての選挙における投票率向上に向けて、

以下の施策を講じること。 

（１）県民の選挙に対する認知度の向上にむけ広報活

動を強化し、有権者に投票行動を促すための取り組

みを推進すること。 

＜要請の根拠＞ 

埼玉県選挙管理委員会が平成 24 年 3 月に発表した

「投票率向上のための報告書」により、投票率の向上

のための様々な施策を実施しているが、第 18 回統一

地方選挙では、各選挙共に過去最低を更新した。また、

また、県では、幼稚園教諭の保育士資格取得に対する支援を

行っています。 

具体的には、保育士養成施設において保育士資格取得に必要

な講座を受講した場合に、受講費用の 1/2 の補助を行っていま

す。あわせて、受講に伴い保育従事者の代替職員を雇用する経

費の補助を行い、幼稚園等の業務に支障が生じないように取り

組んでおります。 

これらの取組みにより、保育士と幼稚園教諭の両方の免許取

得を支援し、幼保連携型認定こども園の保育教諭の育成に努め

てまいります。 

教育局 家庭地域連携課 

保育所及び幼稚園の幼保連携型認定こども園への移行は、地

域の実情に応じ、各施設の設置者が判断するものと考えます。 

幼保連携型認定こども園への移行をする保育所の保育士が、

幼稚園教諭免許状を取得する際の受講料の補助、研修中の保育

士に係る代替職員の人件費の補助を行っています。 

 

 

 

 

 

企画財政部 市町村課 

選挙の啓発については、選挙時に有権者に対して広く投票日

や投票の方法の周知を図るとともに、常時啓発として様々な機

会を通じて県民の政治意識の向上に努めているところです。 

しかしながら、平成 27 年 8 月 9 日執行の埼玉県知事選挙の

投票率は 26.63％となるなど、近年における各種選挙での低投

票率が続いていることから、専門家等の協力を得て今回の県知

事選挙に関する県民への意識調査を実施し、有権者の政治意識

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△－Ｂ 

県民の意識調査、分

析結果にもとづく新た

な啓発活動の内容を確

認しながら、連合埼玉

として協力すべきとこ

ろは協力しつつ、投票

率向上に向けた取り組



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

8 月 9 日投・開票で実施された知事選でも 26.63％と、

前回の全国最下位に対し 1.74 ポイント改善はしたも

のの、低投票率であることは変わらない。 

選挙は、自分たちの身の回りのこと、その生活のあ

り方を代表者の手にゆだねる大事な機会である。常日

頃から政治に関心を持ち、一票の権利の行使が今後の

政治のあり方を決める重要なものであるという自覚

を促し「投票参加は当然」といった意識を様々な機会

をつうじて社会全体の中で醸成していく必要がある。 

 

（２）若年層の政治意識の向上および投票率向上へ、

企業・小中高校・大学などと連携した取り組みをは

かること。 

＜要請の根拠＞ 

過去の選挙結果から年代別投票率を見ると、20 代 30

代の投票率が低迷している。小・中・高校での政治意

識を向上させる教育も実施しつつ、選挙権のある若年

層を対象に高校・大学・専門学校や事業者（企業）と

連携した投票促進への取り組みが求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

や投票行動などについて分析を行いました。 

今後、分析結果を詳細に検討し、有権者が政治に関心を持ち、

選挙権行使の重要性を理解いただけるよう、新たな啓発手法も

取り入れながら啓発活動を行ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

企画財政部 市町村課 

平成 23 年埼玉県知事選挙で全国過去最低の投票率を記録し

たことから、県選挙管理委員会では投票率向上対策の指針とす

るため、平成 24 年 3 月に「投票率向上のための調査報告書」

をまとめました。 

その内容を踏まえ、若年層の政治意識の向上や投票率向上に

向けた取組として、平成 24 年度から大学生等の選挙啓発活動

への参画を推進する「埼玉県選挙カレッジ」を実施しています。 

今年度は 9大学 11 人の学生が参加しており、8月に執行され

た埼玉県知事選挙では、各種の臨時啓発事業の企画・実施を行

いました。 

また、県内 76 の大学及び専修・各種学校の協力を得て、新

入生向けに啓発チラシの配布（25,000 枚)を行いました。 

今後は、小中高校生に対して、明るい選挙啓発ポスターコン

クールや選挙啓発出前講座の実施、選挙啓発リーフレットや新

有権者向けの有権者ノートの作成等の取組を予定しています。 

また、今年の参議院議員通常選挙から選挙権年齢が 18 歳以

上に引き下げられることから、今後、教育関係部局と連携し、

小中高生向けの出前講座を拡充するなどしてまいります。 

みを検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○－Ｂ 

小中高生向けの出前

講座の拡充、高校生向

け啓発ＤＶＤや啓発ポ

スターデザインコンク

ールなど、新たな取り

組みは理解できる。今

後は若年層の投票率の

動向を踏まえ、要請を

検討したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要 請 項 目 県 回 答 評価・方向性 

 

 

 

 

（３）駅・大型ショッピングセンターなど、日常的に

有権者が利用する施設へ期日前投票所を設置するこ

と。 

＜要請の根拠＞ 

期日前投票は居住地の役所が投票所になっている

が、日常的に役所を訪れる有権者は少ない。役所以外

の投票所も徐々に増えつつあるが、県民の生活導線を

考慮し、わざわざ出向かなくても日常的に訪れる施設

での期日前投票所の開設が求められている。 

さらに、参院選の啓発についても、高校生向け啓発ＤＶＤの

作成や高校生を対象とした啓発ポスターデザインコンクール

の実施など、若年層向けの取組を実施してまいります。 

 

企画財政部 市町村課 

期日前投票所は各市区町村選挙管理委員会が、市区役所、町

村役場に必ず１か所設置することとされ、さらに選挙人の投票

の便宜を図るため、増設することが可能になっております。 

平成 27 年 8 月 9 日執行の埼玉県知事選挙では、県内計 145

か所に期日前投票所が設置され、そのうち 16 か所は駅付近や

ショッピングセンター内の施設に設置しております。 

県選挙管理委員会としては、選挙人の便宜を考慮して、適切

な場所、特に駅構内やショッピングセンター等頻繁に人の往来

がある施設等に積極的に設置するよう、市区町村選挙管理委員

会に対して依頼するとともに、商業施設の事業者とも投票所の

設置について調整しています。 

今後も選挙人の便宜を考慮し、投票環境のより一層の向上が

図られるよう市区町村選挙管理委員会に依頼してまいります。 

 

 

 

 

△－Ｂ 

駅付近やショッピン

グセンター内の施設の

設置が徐々に増えてい

ることは理解できる。

今後は、さらに増設す

ることや、国の投票率

向上に向けた法律改正

などもふまえ、要請を

検討したい。 

 


